
X0061

�トラストワージネス－用語

特記事項 

本PDFファイルは音声読上げ用です。閲覧を目的としたPDFファイルではありません。 

JIS案等の閲覧は，閲覧用ファイルをご利用ください。 

音声読上げする場合は、PDF文章の音声再生が可能なツールをご利用ください。 

ご利用の環境によっては，音声の読上げがされないことがあります。 

本PDFファイルの情報はJIS案等から機械的に抽出したテキスト情報で構成されています。 

これらは音声読上げに最適化されたものではありませんので，規格の内容が正しく読み上げされない可

能性があることをご了承願います。 



 
X 0061：0000 (ISO/IEC TS 5723：2022) 

 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

目 次 

ページ 

序文 ··································································································································· 1 
1 適用範囲 ························································································································ 1 
2 引用規格 ························································································································ 1 
3 用語及び定義··················································································································· 2 
3.1 トラストワージネス ······································································································· 2 
3.2 選択トラストワージネス特性 ··························································································· 2 
3.3 選択した支援定義 ·········································································································· 5 
附属書 JA（参考）他の規格で定義されている用語 ······································································ 8 
JA.1 可用性（availability） ··································································································· 8 
JA.2 サービス可用性（service availability） ············································································· 8 
JA.3 メトリック（metric） ··································································································· 8 
参考文献 ····························································································································· 9 
 
 



 
X 0061：0000 (ISO/IEC TS 5723：2022) 

 
著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，産業標準化法第 14 条第 1 項の規定に基づき，認定産業標準作成機関である一般財団法人

日本規格協会（JSA）から，産業標準の案を添えて日本産業規格を制定すべきとの申出があり，経済産業

大臣が制定した日本産業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実用新案権に関わる確認に

ついて，責任はもたない。 

 

 



 
 

著作権法により無断での複製、転載等は禁止されております。 

日本産業規格（案）       JIS 
 X 0061：0000 
 (ISO/IEC TS 5723：2022) 

トラストワージネス－用語 
Trustworthiness－Vocabulary 

 
序文 

この規格は，2022 年に第 1 版として発行された ISO/IEC TS 5723 を基に，技術的内容及び構成を変更す

ることなく作成した日本産業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

近年，技術の統合が複雑化し，様々な視点が集まっている。例えば，モノのインターネット（IoT）に見

られるような運用の技術（OT）と情報技術（IT）との融合，ビッグデータの台頭，人工知能（AI）の台頭

などが挙げられる。 

安全及び使命の両方の観点から，その複雑さ及び致命度は，製品，サービス及び技術のトラストワージ

ネス，並びにこれらを提供する組織のトラストワージネスの両方を伝達する必要性を生じさせた。トラス

トワージネスを表現することに使用することが可能な特性の共通理解をもち，用語及び特性を定義する一

般的な方法をもつことによって，利害関係者は製品，サービス又は技術が利害関係者期待値を満たしてい

るかどうかを判断できるようになる。 

この規格は，主に IT ドメインでの水平使用を目的としている。これは，IT が使用される全てのドメイ

ンに適用可能である。 

3.2 の用語及び定義は，ISO 及び IEC の用語集リポジトリから抽出したものである。複数の定義が与えら

れている場合には，トラストワージネスの現状に最も適合するものを選択している。幾つかの特性では，

異なったドメインで複数の定義を保持している。 

3.3 の用語及び定義は，完全を期すために提供するものである。 

1 適用範囲 

この規格は，システム及びシステムに関連するサービスのトラストワージネスの定義，並びにトラスト

ワージネスの選択された特性について規定する。 

注記 この規格の対応国際規格及びその対応の程度を表す記号を，次に示す。 
ISO/IEC TS 5723:2022，Trustworthiness－Vocabulary（IDT） 

なお，対応の程度を表す記号“IDT”は，ISO/IEC Guide 21-1 に基づき，“一致している”こと

を示す。 

2 引用規格 
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この規格には，引用規格はない。 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 

ISO 及び IEC は，標準化に使用する用語データベースを次のアドレスで維持している。 

－ ISO Online browsing platform: https://www.iso.org/obp 

－ IEC Electropedia: https://www.electropedia.org/ 

3.1 トラストワージネス 

3.1.1 
トラストワージネス（trustworthiness） 

検証可能な（3.3.12）方法でステークホルダー（3.3.8）の期待を満たす能力 

注釈 1 状況又はセクターに応じて，また具体的な製品又はサービス，使用されるデータ，技術及びプ

ロセスに応じて，様々な特性が適用され，ステークホルダーの期待値が満たされていることを

確実にする検証が必要である。 

注釈 2 トラストワージネスの特性には，例えば，アカウンタビリティ（3.2.1），正確さ（3.2.2），真正

性（3.2.3），可用性（3.2.4），制御可能性（3.2.5），完全性（3.2.7，3.2.8），プライバシー（3.2.9），
品質（3.2.10，3.2.11），信頼性（3.2.12，3.2.13），レジリエンス（3.2.14），回復力（3.2.15），堅

ろう（牢）性（3.2.16），安全性（3.2.17），セキュリティ（3.2.18），透明性（3.2.19，3.2.20）及

びユーザビリティ（3.2.21）が含まれる。 

注釈 3 トラストワージネスは，サービス，製品，技術，データ及び情報並びに組織に適用可能な属性

である。 

注釈 4 検証可能性（3.3.12）には，測定可能性（3.3.5）及び客観的証拠（3.3.7）による実証可能性が含

まれる。 

3.2 選択トラストワージネス特性 

3.2.1 
アカウンタビリティ（accountability） 

説明責任がある（3.3.1）状態 

注釈 1 アカウンタビリティは，割り当てられた責務範囲に関連する。責任は，規制若しくは規約に基

づくか，又は委任の一部としての割当てに基づく場合がある。 

注釈 2 システム（3.3.10）では，アカウンタビリティはあるエンティティの動作がエンティティに一意

に追跡できることを保証する特性である（ISO 7498-2:1989 の 3.3.3 を参照）。 

注釈 3 ガバナンスの文脈において，アカウンタビリティとは，その活動，成果物又はタスクの完了を

説明し，それらの活動，成果物又はタスクの責任を受諾し，その結果を透明性のある方法で開

示する，個人又は組織の義務である（ISO/TS 21089:2018 の 3.3.1 を参照）。 

注釈 4 アカウンタビリティの引用元となっている国際規格は改訂されており，改訂に伴って，アカウ

ンタビリティについての定義が削除されている。しかし，定義についてはこの規格のほか，数

多くの規格でここに示す意味で活用されているため，引用先を含めて利用するものとする。 
（出典：ISO/IEC 38500:2015 の 2.3 を変更。注釈 2 及び注釈 3 を追加） 
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3.2.2 
正確さ（accuracy） 

観察，計算，又は推定値の結果と，真の値又は真として受け入れられた値との近さの測定値 
（出典：ISO 17572-1:2022 の 3.1） 

3.2.3 
真正性（authenticity） 

エンティティは，それが主張するとおりのものであるという特性 
（出典：JIS Q 27000:2019 の 3.6） 

3.2.4 
可用性，アベイラビリティ（availability） 

認可されたエンティティが要求したときに，アクセス及び使用が可能である特性 
注釈 1 この定義は，一般に情報セキュリティの分野で使用されている。 
（出典：JIS Q 27000:2019 の 3.7，用語“アベイラビリティ”を追加） 

3.2.5 
制御可能性（controllability） 

人間又は他の外部のエージェントが，システム(3.3.10)の機能に介入できるようにするシステム(3.3.10)
の特性 

注釈 1 このようなシステムは他律的である。 

注釈 2 JIS X 22989:2023 では“AI エージェント”を次のように定義している。”環境を感知及び環境に

応答し，目標達成のための行動をとる自動化したエンティティー”。 
（出典：JIS X 22989:2023 の 3.5.6 を変更。代替用語“制御可能”を削除，“AI システム”を“システ

ム”に変更） 

3.2.6 
情報セキュリティ（information security） 

情報の機密性，完全性（3.2.7，3.2.8）及び可用性（3.2.4）の維持 

注釈 1 さらに，真正性（3.2.3），アカウンタビリティ（3.2.1），否認防止，信頼性（3.2.12，3.2.13）な

どの特性の維持を含めることもある。 
（出典：JIS Q 27000:2019 の 3.28） 

3.2.7 
完全性（integrity） 

＜データ＞ データが作成，伝達又は保存されてから不正な方法で改ざんされていないという特性 
（出典：ISO/IEC 29167-19:2019 の 3.3 を変更。ドメインを追加） 

3.2.8 
完全性（integrity） 

＜システム＞ 正確さ（3.2.2）及び完全さの特性 
（出典：JIS Q 27000:2019 の 3.36 を変更。ドメインを追加） 

3.2.9 
プライバシー（privacy） 

個人の私生活又は事項への侵害がないこと 
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（出典：ISO/IEC 2382:2015 の 2.22 を変更。“その個人に関するデータの不当又は違法な収集及び使用

に起因する場合”を定義から削除，注釈を削除） 

3.2.10 
品質（quality） 

＜データ＞ 明示された条件下で使用するとき，明示的ニーズ及び暗黙のニーズをデータの特性が満足

する度合い 
（出典：JIS X 25024:2018 の 4.11 を変更。“データ”を削除，ドメインを追加） 

3.2.11 
品質（quality） 

＜システム＞ 対象に本来備わっている特性の集まりが，要求事項を満たす程度 

注釈 1 対象は，製品，プロセス，又はサービスの場合がある。 
（出典：JIS Q 9000:2015 の 3.6.2 を変更。元の注釈 1 及び注釈 2 を削除，新規注釈 1 を追加，ドメイン

“＜システム＞”を追加） 

3.2.12 
信頼性（reliability） 

＜サイバーセキュリティ＞ 意図する行動と結果とが一貫しているという特性 
（出典：JIS Q 27000:2019 の 3.55 を変更。ドメインを追加） 

3.2.13 
信頼性（reliability） 

＜システム＞ アイテムが，与えられた条件の下で，与えられた期間，故障せずに，要求どおりに遂行

できる能力 

注釈 1 持続時間間隔は，例えば暦時間，動作サイクル，走行距離などのような，当該アイテムに適切

な単位で表現されてもよく，かつ，当該単位は常に明確に記載することが望ましい。 

注釈 2 与えられた条件には，動作モード，ストレス水準，環境条件及び保全のような，信頼性に影響

する側面が含まれる。 
（出典：JIS Z 8115:2019 の 192-01-24 を変更。ドメインを変更，“注記 3～注記 7 を削除） 

3.2.14 
レジリエンス（resilience） 

＜ガバナンス＞ 自然災害か，人為的な災害かにかかわらず，潜在的に破壊的な事象に対して，予測し

て順応する，耐える，又は迅速に回復する能力 
（出典：ISO 15392:2019 の 3.21 を変更。ドメインを追加） 

3.2.15 
回復力，レジリエンス（resilience） 

＜システム＞ 内的及び外部の変更に直面しても，その機能及び構造を維持し，必要に応じて適切に縮

退するシステム（3.3.10）の実現能力（3.3.2） 

3.2.16 
堅ろう（牢）性（robustness） 

様々な状況に応じて性能水準を維持するシステム（3.3.10）の能力 
（出典：JIS X 22989:2023 の 3.5.12 を変更。“いかなる”を“様々な”に変更） 
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3.2.17 
安全性（safety） 

定められた状況下で，人の生命，健康，財産又は環境を危険にさらす状態に至らないというシステム

（3.3.10）の性質 
（出典：JIS X 0160:2021 の 3.1.48 を変更。“システムが，”を削除，“期待”を“システムの性質”に変

更） 

3.2.18 
セキュリティ（security） 

システム（3.3.10）に危害又は損害を与えるように策定された意図的な不正行為に対する抵抗力 
（出典：ISO/IEC 23643:2020 の 3.16） 

3.2.19 
透明性（transparency） 

＜情報＞ 開かれた，包括的でアクセスしやすく，明確で分かりやすい情報の提示 
（出典：ISO 16759:2013 の 3.8.4 を変更。ドメイン“＜情報＞”を追加） 

3.2.20 
透明性（transparency） 

＜システム＞ オープン，かつ，アカウンタビリティ（3.2.1）を果たせるという，システム（3.3.10）又

はプロセスの性質 
（出典：ISO/IEC 27036-3:2013 の 3.3 を変更。ドメインを追加） 

3.2.21 
ユーザビリティ（usability） 

特定のユーザが特定の利用状況において，システム（3.3.10）製品又はサービスを利用する際に，効

果，効率及び満足を伴って特定の目標を達成する度合い 

注釈 1 “特定の”ユーザ，目標及び利用の状況は，ユーザビリティを考慮する際のユーザ，目標及び

利用状況の特定の組合せである。 

注釈 2 “ユーザビリティ”という言葉は，ユーザビリティ専門知識，ユーザビリティ専門家，ユーザ

ビリティエンジニアリング，ユーザビリティ手法，ユーザビリティ評価，ユーザビリティ ヒュ

ーリスティックスなどの，ユーザビリティに寄与する設計に関する知識，力量，活動，設計属

性を表す修飾語としても用いる。 
（出典：JIS Z 8521:2020 の 3.1.1，注釈 2 に“ユーザビリティ ヒューリスティックス”及び“設計属

性”を追加，“能力”を“力量”に変更） 

3.3 選択した支援定義 

3.3.1 
説明責任がある（accountable） 

行動，決定及びパフォーマンスに対する責任 

注釈 1 行動，決定及びパフォーマンスのほかに，その結果に対する責任も含まれる。 
（出典：ISO/IEC 38500:2015 の 2.2，注釈 1 を追加） 

3.3.2 
実現能力（capability） 
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エンティティ［システム（3.3.10），個人又は組織］が，目標を達成するために存在する受容能力及びそ

の能力の程度 
（出典：JIS X 0164-1:2019 の 3.10 を変更。注釈 1 及びドメイン“＜アセットマネジメント＞”を削

除） 

3.3.3 
構成システム（constituent system） 

システム オブ システムズ（SoS）（3.3.11）の一部を形成する独立したシステム（3.3.10） 

注釈 1 構成システムは，一つ以上の SoS の一部分となることが可能である。個々の構成システムは，

それ自体が有用なシステムである。独自の開発，管理及び利用がなされ，並びに目標及び資源

をもっている。しかし，SoS 内では相互に作用し，SoS に特有な実現能力（3.3.2）を提供する。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 21839:2019 の 3.1.1） 

3.3.4 
総合信頼性，ディペンダビリティ（dependability） 

アイテムが，要求されたときに，その要求どおりに遂行するための能力 

注釈 1 総合信頼性は，“アベイラビリティ”（3.2.4），“信頼性”（3.2.12，3.2.13），“回復性”，“保全性”

及び“保全支援性能”を含む。適用によっては，“耐久性”，“安全性”（3.2.17）及び“セキュリ

ティ”（3.2.18）のような他の特性を含むことがある。 

注釈 2 ディペンダビリティは，アイテムの時間に関係する“品質”（3.2.10，3.2.11）特性に対する，包

括的な用語として用いられる。 
（出典：JIS Z 8115:2019 の 192-01-22，注記 3～注記 6 を削除） 

3.3.5 
測定可能性（measurability） 

エンティティの属性をメトリック（3.3.6）に基づいて評価する能力 

注釈 1 “測定可能な”という言葉は，測定可能性の形容詞形である。 

3.3.6 
メトリック（metric） 

定義済みの測定方法及び測定尺度 
（出典：ISO/IEC 14102:2008 の 3.4） 

3.3.7 
客観的証拠（objective evidence） 

あるものの存在又は真実を裏付けるデータ 

注釈 1 客観的証拠は，観測，測定，試験，又は他の手段によって得ることがある。 
（出典：JIS Q 9000:2015 の 3.8.3，注記 2 を削除） 

3.3.8 
ステークホルダー，利害関係者（stakeholder） 

意思決定又は活動に影響を与える，影響を受ける，又は影響されると認識し得る，あらゆる個人，団

体，又は組織 

注釈 1 ISO マネジメントシステム規格では，一般的に“interested party （利害関係者）”を使用してい

るが，“ステークホルダー（stakeholder）”と呼ぶことがある。 
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（出典：ISO/IEC 38500:2015 の 2.24） 

3.3.9 
社会技術システム（socio-technical system） 

技術的要素と人的又は自然的要素との組合せを含むシステム（3.3.10） 
（出典：INCOSE SEBoK） 

3.3.10 
システム（system） 

一つ以上の明記された目的を達成するために組織された相互に作用する要素の組合せ 
（出典：ISO/IEC/IEEE 21840:2019 の 3.1.8） 

3.3.11 
システム オブ システムズ，SoS（system of systems） 

それを構成する個々の構成システム要素自体では成し遂げられない特有の能力を提供するために，相互

に作用するシステム又はシステム要素の集まり 

注釈 1 システム要素は，システム オブ システムズ内での構成システムの相互作用を容易にするため

に必要な場合がある。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 21840:2019 の 3.1.10） 

3.3.12 
検証可能な（verifiable） 

人又はツールによって正確性が検査できる 

注釈 1 “検証可能性”という言葉は，“検証可能な”の名詞形である。 
（出典：ISO/IEC/IEEE 15289:2019 の 3.1.29） 
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附属書 JA 
（参考） 

他の規格で定義されている用語 

この規格の理解を助けるために，ISO/IEC 関連用語及び定義を次に示す。 

JA.1 可用性（availability） 
要求どおりに実行できる状態にある能力 

注釈 1 可用性は，構成要素の信頼性，回復性及び保守性を組み合わせた特性，並びに保守支援性能に

依存する。 
（出典：JIS X 22123-1:2024 の 3.13.7） 

JA.2 サービス可用性（service availability） 
あらかじめ合意された時点又は期間にわたって，要求された機能を実行するサービス又はサービスコン

ポーネントの能力 

注釈 1 サービス可用性は，合意された時間に対する，実際にサービス又はサービスコンポーネントを

利用できる時間の割合又はパーセンテージで表すことができる。 
（出典：JIS Q 20000-1:2020 の 3.2.16） 

JA.3 メトリック（metric） 
測定の実施及び測定結果の理解のための条件及びルールを定義するための測定の基準 

注釈 1 メトリックは，特定の抽象的なメトリックの概念を提示している。 

注釈 2 メトリックは，特定のゴールに対して指定された時点で測定されるべき特定のプロパティが必

要とする与えられたコンテキスト内で，実際に適用される。 
（出典：JIS X 22123-1:2024 の 3.7.9） 
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